特定処遇改善計画書様式記載上の留意点
1　「介護職員等特定処遇改善計画書（別紙様式２）」について（参考：別紙「記載例」）
「（１）賃金改善計画について」
項目⑤⑥について
・表１を参照し作成してください。
・「ⅰ）」の集計期間は賃金改善実施期間（令和２年度からは１年間），「ⅱ）」の集計期間は前年度における「ⅰ）」と同じ期間（令和２年度からは１年間）となります。
表１
	
	計画書（別紙様式２）
	計画書と一致する値

	福山市内の事業所のみの場合
	⑤
	Ａ（別紙様式２(添付書類１)）

	
	⑥
	Ｂ（　　　　　〃　　　　　）

	福山市外（広島県内のみ）の事業所を含む場合
	⑤
	Ｃ（別紙様式２(添付書類２)）

	
	⑥
	Ｄ（　　　　〃　　　 　　）

	他都道府県の事業所を含む場合
	⑤
	Ｅ（別紙様式２(添付書類３)）

	
	⑥
	Ｆ（　　　　　〃　　　　　）


· １事業所のみの場合は別紙様式２（添付書類２，３）の作成不要
· ＢはＡを，ＤはＣを，ＦはＥを上回らなければなりません。
　項目⑦⑧⑨について
　・⑦÷⑧及び⑧÷⑨は２以上でなければなりません。
・⑦ⅴ），⑧ⅷ），⑨ⅺ）の人数は，賃金改善を行わなかった職員も含めることに留意してください。⑦ⅴ），⑧ⅷ）の人数は常勤換算数とし，⑨ⅺ）の人数は常勤換算または実人数で算出してください。
・月額8万円の改善又は改善後の賃金が年額440万円以上となる者が設定できない場合は，「別紙様式２－１（１）」へ合理的な理由を必ず記入して下さい。
項目⑩：賃金改善実施期間
・現行加算の実施期間（令和２年度からは１年間）に合わせてください。
例）現行加算の実施時期が６月～５月の場合，令和２年度からは特定加算の実施時期は６月～５月となる。
　　項目⑪：賃金改善を行う賃金項目及び方法
・給与の項目（基本給，手当，賞与等），賃金改善の実施時期や対象職員，一人当たりの平均賃金改善見込額について，可能な限り具体的に記載してください。なお❶の「経験・技能のある介護職員」の基準設定の考え方については必ず記載してください。⑪欄に書ききれない場合は，「別紙様式２－１（２）」へ記載してください。別に当該内容が分かる書類があれば，その書類添付にて代用可とします。
2　「介護職員等特定処遇改善計画書(事業所等一覧表) （別紙様式２(添付書類１)）」について

・「サービス提供体制強化加算等の取得状況」「加算」「サービス名」はプルダウンリストから選択してください。

・「Ａ.介護職員等特定処遇改善加算額（見込額）」及び「Ｂ.賃金改善所要額（見込額）」の欄について，記載漏れがないようにしてください。合計欄（A)及び（B）は自動計算になっています。
・表１を参照し作成してください。
・❶❷❸それぞれの平均賃金改善額（見込数）及び人数は１月あたりを記入してください。
・「賃金改善所要額確認」「平均賃金改善額」は自動計算になっています。❶÷❷及び❷÷❸は２以上であることを確認してください。ただし，市外の事業所がある場合は必ずしも❶÷❷及び❷÷❸は２以上にはなりません。いずれの場合も，計画書（別紙様式２）の平均賃金改善額が❶÷❷及び❷÷❸は２以上であることを確認してください。
3　相当サービス（訪問型サービス及び通所型サービス）に係る処遇改善加算に関しても本計画に含めて提出してください。
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